
新水道ビジョンの推進について

新水道ビジョン推進のための地域懇談会 （第10回）

平成 28 年 1 月 26日（火）TKPガーデンシティ仙台

厚生労働省 生活衛生・食品安全部 水道課

課長補佐 安里 賀奈子

資料-1-1 新水道ビジョンの策定
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新水道ビジョン（平成25年3月公表）

各種方策の推進（例）
アセットマネジメントの徹底
水道施設のレベルアップ
・施設更新、耐震化

広域化・官民連携等による組織力アップ

【 基本理念 】
地域とともに、信頼を未来につなぐ日本の水道

持続
持続性の確保

安全
安全な水の供給

強靱
強靱な水道の構築

取組みの方向性 方策推進の要素

平成１６年６月 水道ビジョンを策定
水道のあるべき将来像について、関係者が共通の目標を持ち、その実現に向けて取り組んでいくための具体的な施策や工程を示す。

役割分担の明示
都道府県ビジョンの策定
水道事業ビジョンの策定

方策の推進

～ 水道ビジョン（平成16年6月）の策定から８年以上が経過 ～

東日本大震災による水道施設の大規模な被災の経験
人口減少社会の到来により事業環境が一層厳しくなる懸念

平成２４年２月から新水道ビジョンの検討を開始

枚挙にいとまがない課題
・給水人口・給水量、料金収入の減少
・水道施設の更新需要の増大
・水道水源の水質リスクの増大
・職員数減少によるサービス水準の影響
・東日本大震災を踏まえた危機管理対策

挑戦
将来の課題に挑戦する意
識を持って取り組むこと

連携
関係者間の連携によって

方策を推進すること

年 2010 2020 2030 2040 2050 2060 2070 2080 2090 2100 2110
推計値
（千人）

高位（参考）
（千人）

低位（参考）
（千人）

49,591 42,86097,076 86,737 75,904 65,875 57,269128,057 124,100 116,618 107,276

78,882128,057 125,786 120,214 112,506

55,112128,057 122,385 66,300

104,229 96,021 87,121

30,142

72,065 65,908 60,198

45,455 37,041113,183 102,350 90,564 78,563
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推計値
実績

高位（参考）
低位（参考）

実績値：大正8年以前は内閣統計局の推計による各年1月1日現在（明治5年は太陰暦正月末日現在）の日本国籍を有するものの人口で
ある。大正9年以降は「国勢調査」及び「人口推計」による10月1日現在であり、昭和30から45年までの各数値は沖縄県を除く。
推計値：日本の将来推計人口（平成24年1月推計）の死亡中位仮定出生中位、高位(参考)：死亡低位仮定出生高位、低位(参考)：死亡
高位仮定出生低位

日本の将来推計人口

ピーク2010年
１億2,806万人

2110年
4,286万人

50年後は・・・・・
41百万人減
2010年の68％まで

減少

100年後は・・・・・
85百万人減
2010年の33％まで

減少

使う人が減れば給水量
も減る。2060年

8,674万人

水道サービスの持続性の確保（課題）人口減少社会の到来
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○H26年度の管路更新率0.76%から単純に計算すると、

全ての管路を更新するのに約１３０年かかると想定される。

管路更新率（％）

×100更新された管路延長

管路総延長

管路経年化率（％）

×100
法定耐用年数を超えた管路延長

管路総延長

出典：水道統計

水道管路は、法定耐用年数が４０年であり、高度経済成長期に整備された施設の更新が進まない
ため、管路の経年化率 （老朽化） は、ますます上昇すると見込まれる。

○年々、経年化率が上昇。

→ 老朽化が進行
○年々、更新率が低下し、近年は横ばい。

→ 管路更新が進んでいない
管

路
経

年
化

率
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％

）

管
路

経
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）

管路の老朽化の現状と課題

H26年度
厚生労働
大臣認可

都道府県
知事認可

全国平均

管路経年化率 13.7% 8.9% 12.1%

更新率 0.83% 0.60% 0.76% 4
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水道の運営基盤強化と水道技術の継承が課題

水道事業に携わる技術職員数は、ピークと比べ ３割程度減少しており、更には職
員の高齢化 （５０才以上の職員が全体の約４割） も顕著で水道技術の継承が課題と
なっている。

今後は、経営基盤、技術基盤の強化のため、近隣水道事業との広域化や官民との
連携などにより水道事業を支える体制を構築する必要がある。

水道事業における技術職員数の推移 年齢別技術職員数

職員の高齢化

１０年以内に約４割の技術職員が退職を迎
える
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職員数の減少

水道事業の技術職員数は約３０年前に比べ
て約３割減少

（人）

（人）

（年） 5

都道府県

都道府県ビジョンを策定して、都道府県内の水道事業が行うべき取り組み（水道事業ビジョンや
戦略的アプローチ推進）を支援し、発展的広域化の推進等にリーダーシップを発揮する。

水道用水供給事業者

受水団体と連携し、給水の実態に適合した事業規模の設定や効率的な施設運用等、広域水道
としての新たな役割を認識した上で、ビジョンを通じた水道事業者の支援を展開する。

地域の核となる水道事業者

高いレベルの技術力の確保や国際展開等に留意しつつ、周辺の中小規模水道事業を支援す
る役割を意識した水道事業ビジョンを策定し、発展的広域化により地域を牽引する。

中小規模水道事業者

広域化や官民連携を視野に入れつつ、人材確保、施設の効率的な配置、経営の効率化等によ
る運営基盤強化、戦略的アプローチによる体制強化など、水道事業ビジョンの推進に積極的に
取り組む。

ビジョン策定
（改訂）の検討 策定

戦略的アプ
ローチによる

体制強化
推進

ビジョンに掲
げる施策の

実行

【戦略的アプローチ】
・アセットマネジメント
・水安全計画
・施設耐震化計画

【推進する実現方策】

・持続、安全、強靱のための具
体的施策の展開

【解決しなければならない課題】
・人材の不足
・施設の老朽化
・困難な財政事情

発展的広域化の推進 ・ 実効性の高いビジョンづくり

関係者が連携した地域水道ビジョンづくり
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高度経済成長期に整備された水道施設の更新時期を迎えつつあり、今後老朽化した施設の
更新需要が急増することが見込まれる。

一方、老朽化施設の更新率が年々低下しているとともに、耐震化率･耐震化適合率も依然
低い状況。

安全で強靱な水道施設の構築について

漏水被害を未然に防止するとともに、南海トラフ巨大地震や首都直下地震等の巨
大災害の発生に備えるため、水道施設の計画的な更新や耐震化による強靱な水道
の構築が急務。

水道施設の適切な更新・耐震化が実施されていなければ、安全な水を安定的に給水できないだけではな
く、大規模災害時等において、断水が長期化することにより、市民生活に甚大な影響を及ぼす。

・東日本大震災の際は、19都道県の
264水道事業者で断水。余震時の再
断水戸数も含め、のべ換算で、295
万戸に断水が発生。
→広域的な震災被害により、断水影

響が長期化。

・外国の事例では、大規模漏水により
死亡事故が発生

【老朽化の課題】
管路の老朽化が進行しているのに対
し、管路の更新率が年々低下。

管路更新率（※）（H13） （H26）
1.54% → 0.76%

※（更新された管路延長／管路総延長）×100

管路の場合・・

【耐震化の課題】
基幹管路の耐震化適合率（※）は依然として低い状
況。

耐震化適合率 （H25） （H26）
34.8%   → 36.0%

※（耐震適合率がある基幹管路の延長／基幹管路総延長）×100

大規模な漏水事故東日本大震災における継手離脱
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今後30年間における管路の経年化の進展
【試算条件】
・全管路延長は66万km※で一定
※平成26年度末延長

・年間更新率は0.76※で一定
※平成26年度実績

・管路経年管率は、法定耐用年数
の40年と設定

【凡例】

12.1％

58.1％

：管路経年化率

管
路

延
長

（
ｋ
ｍ

）

H18 H26 H56

：経年管路(布設後40年経過)

：非経年管路

：更新延長

：想定更新延長
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全国の更新率の頻度分布
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H25年度末

東北の更新率の頻度分布
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全国の経年管率の頻度分布
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H25年度末

東北の経年管率の頻度分布
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基幹管路 浄水施設 配水池

平成25年度から1.2ポイント上
昇しているが、耐震化が進ん
でいるとは言えない状況。

水道事業者別でも進み具合に
大きな開きがある。

年度 年度 年度

単独での改修が比較的行
いやすいため、浄水施設
に比べ耐震化が進んでい
る。

施設の全面更新時に耐震
化が行われる場合が多
く、基幹管路と比べても耐
震化が進んでいない。

水道施設における耐震化の状況（平成26年度末）
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水道料金の現状と今後の見通しの状況

※日本水道協会「水道料金表」より

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

値上げ事業体数 141 81 78 68 65 51 69 65 49 79 48 40 63

値下げ事業体数 16 32 20 25 21 23 41 31 26 54 29 27 29

全上水道事業者数 1,8921,884 1,8501,5861,337 1,3271,321 1,3161,286 1,2831,280 1,2791,275

家庭用20m3平均料金 3,1143,125 3,1403,1093,056 3,0653,077 3,0903,096 3,0993,107 3,1093,196
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※平成25年の平均料金は消費税率改定に伴う料金改定分を含むため増加
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水道料金の全国平均は、20m3あたりの家庭用料金でみて、約3,100円前後でほぼ横ばいで推移している状
況。毎年数十事業者が料金を改定しており、平成25年度は29事業者で料金値下げを実施。

人口減少等の要因により料金収入が減少する事業体において、事業運営のために本来必要となる水道料
金の値上げを実施しない場合、一般会計からの繰り入れ（税金）による対応が必要となり、老朽化した施設
の更新などに必要となる財源を十分確保することができず、漏水等のリスクを抱える可能性が高くなる。

家計支出 電気 携帯電話 ガス 上水道

２４７，４９４ ８，５０９ ６，６８１ ５，１１３ １，９８０

３．４％ ２．７％ ２．１％ ０．８％

平成２４年度 総務省家計調査 （単位：円/月）
※上水道料金はH24水道統計よりの試算値

適正な水道料金の設定・維持には以下が必要

①給水人口の減少等の事業環境の変化
を見通し、必要な給水収益を確保する
ための定期的な水道料金の改定

②総括原価に適切な資産維持費を
組み込んだ上での水道料金の設定

①人口減少等による給水収益
の減少を想定した水道料金の
改定を定期的に行わない場合

②投資のための資産維持費を
総括原価に組み込まない場合

本来必要な
水道料金

実際の
水道料金

＞

• 適正な水道料金の設定・維持

水道事業体により設定の有無や内容等に違い
があり、料金設定の差異に影響を与える

（将来の投資に向けて、資産維持費を十分に
組み込んでいない水道事業体が多く存在）

※資産維持費

・ 水道サービス維持のために再投資するための
必要額（将来の投資を想定した概念）

・ 対象資産×資産維持率（３％を標準）の範囲内
で、

施設建設、改良、企業債償還等に必要な所要額
・ 収益構造上は純利益に該当する費用

営業費用： ◆人件費、薬品費、動力費、修繕費、受水費、減価償却費、施設消耗費、その他維持管理費で構成。
減価償却費は、資産の帳簿原価に対し原則定額法で算定した額。

◆いずれも過去の実績、水道施設の資産状況、確定的な計画に基づき算定されるため、裁量の余地があまりない。

資本費用： ◆支払利息、資産維持費で構成。

• 水道料金における資産維持費の位置づけ

水道料金は、過去の実績及び社会経済情勢の推移に基づく合理的な給水需要予測と、それに対応する
施設計画を前提に算定。
誠実かつ能率的な経営の下における適正な営業費用と、水道事業の健全な運営を確保するために必要とされる
資本費用の和が総括原価であり、料金総収入額は総括原価に等しいものとして決定。

参考：日本水道協会「水道料金算定要領」（平成27年２月改訂）
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水道事業におけるアセットマネジメント

長期的な視点での持続可能な水道施設の管理運営には、
アセットマネジメントが必要不可欠

水道事業におけるアセットマネジメントとは・・・
→ 水道施設による給水サービスを継続していくために必要な補修、更新と

いった施設管理に必要な費用と、そのための財源を算定し、長期的視点
に立って経営していくこと。

金額

今後必要な施設更新費用

施設更新への投資可能額

｜ ｜ ｜ ｜ ｜
現在 10年後 20年後 30年後 40年後

更新需要に対
応できない

金額

｜ ｜ ｜ ｜ ｜
現在 10年後 20年後 30年後 40年後

健全施設の
供用延長等

耐震化を伴う
更新の前倒し等

金額

｜ ｜ ｜ ｜ ｜
現在 10年後 20年後 30年後 40年後

40年後までに○○億円が必要

更新需要の平準化
「今後必要な施設更新費用」と
「施設更新への投資可能額」

の比較

施設の統廃合、ダウン
サイジング等により、更
新費用の削減の検討

料金改訂等により、
財源の確保の検討

持続可能な
事業運営へ
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H24 割　　合 12.5% 46.4% 66.2% 72.1% 84.0% 67.0% 29.4%

調査事業者数 958 209 144 57 26 92 1,486

実施事業者数 348 145 126 53 26 69 767

割　　合 36.3% 69.4% 87.5% 93.0% 100.0% 75.0% 51.6%

調査事業者数 916 222 160 58 29 93 1478

実施事業者数 413 171 146 54 29 73 886

割　　合 45.1% 77.0% 91.3% 93.1% 100.0% 78.5% 59.9%

計画給水人口 5万人未満
5万人～10
万人

10万人～
25万人

25万人～
50万人

3.8% 0.1% 0.0% 3.5%

用水供給
50万人以
上

H25

H26

H25からH26への割合の伸
び（ポイント）

8.8% 7.6% 8.3%

合計

財政収支の見通しの
検討方法

アセットマネジメントの実施状況（事業体数）

検討手法（タイプ別）の実施状況（事業体数）
注）実施事業者数には実施中の事業者も含まれる

（平成27年1月末時点）

平成26年度のアセットマネジメント実施・
実施中事業者は約886事業者（実施率：
約6割（59.9%））。

アセットマネジメント実施・実施中事業者
のうち、タイプ３・C以上（施設の再構築・ダ

ウンサイジング等までは検討していない
が、将来の投資必要額（更新需要）は把
握）は、約4割（37.6%）。

アセットマネジメントの結果を基本計画等
へ反映している事業者は、タイプ３・C以上
の実施事業者のうち約2割（21.6％）。

64

46

122

66 13

107

13

42

5

83

4
13

1 6
112
15

4
2

14

54
11
25

3
4

1
54
1
15

1
15
10

1
1

1

アセットマネジメントの実施状況と更新計画等の関係

アセットマネジメントの結果を活用し、将来の
更新を含めた戦略的な事業運営が必要

財政収支の見通しの検討手法

更新需要の見通しの検討手法

タイプ１（簡略型） 71 6 105 0 182

タイプ２（簡略型） 27 104 175 0 306

タイプ３（標準型） 2 7 298 0 307

タイプ４（詳細型） 0 0 1 34 35

タイプ未分類 56

100 117 579 34 886

タイプＡ
（簡略型）

タイプB
（簡略型）

タイプC
（標準型）

タイプＤ
（詳細型）

合計
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水道事業は、水道法第６条第２項により、“市町村経営が原則”であるとともに、地方財政法第６条に
より、“独立採算が原則”となっている。

事業収入の約９割を占める水道料金収入は、節水機器の普及や使用水量の減少などの影響により
減少傾向にあり、また今後、人口減少等の影響を受け、益々その傾向は顕著になると見込まれる。

また、事業を担う職員は、市町村等における定数削減のしわ寄せを受け、行政部局よりも大きな削減
となっており、今後、少子化に伴う生産年齢人口の減少により、より確保が難しくなると見込まれる。

一方で、高度経済成長期に建設した水道施設が耐用年数に達し、今後それら施設の更新・耐震化が
急務となっており、それら事業の実施に必要な資金、人員の確保が必要である。

水道広域化の必要性
現状と課題

0
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0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

1980 1990 2000 2010 2020 2030 2040 2050 2060

給水収益 有収水量

有収水量の減少に伴い

料金収益の減少が見込まれる

料
金
収
益
（
億
円
）

年
間
有
収
水
量
（
億
㎥
）

（出典）年間有収水量及び給水収益の実績：水道統計

将来有収水量：厚生労働省水道課が「新水道ビジョン（平成25年3月）」の策定にあたり推計。

有収水量及び料金収益の実績と見通し
ピーク 2000年

142億m3

2060年

81億m3

現在より

約４割減少

2012年

133億m3

地方公務
員全体

水道関係
職員

Ｈ ７ 328万人 67,867人

Ｈ２２ 277万人 48,206人

増減率 －15.5％ －29.0％

地方公務員全体より
約２倍の減少

有効な対策手段の１つが、水道事業の広域化

広域化の推進には、都道府県のリーダーシップが不可欠
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水道広域化の類型化

垂直統合型 水平統合型 弱者救済型

形態 ・用水供給事業と受水末端事業と
の統合（経営統合を含む）

・複数の水道事業による統合
（経営統合を含む）

・中核事業による周辺小規模事業
の吸収統合（経営統合を含む）

メリット

・既に施設が繋がっているため、
施設の統廃合を行いやすい。

・末端事業が所有する水源や浄
水場等の廃止が可能。

・施設統廃合に伴う事業費の削減
により水道料金上昇を抑制。

・水源から蛇口までを一元的に管
理でき、安全度が向上。

・経営資源の共有化。

・規模の拡大に伴い、業務の共
同化や民間委託の範囲拡大な
ど効率的な運営による効果が
大きい。

・施設統廃合に伴う事業費の削
減により水道料金上昇を抑制。

（中核事業）
・中核事業体としての地域貢献

（小規模事業）
・水道料金の上昇を抑制。
・給水安定度の向上
・事業基盤が安定

デメリット

・給水安定度向上のためには、末
端間の連絡管整備が必要となり、
事業費の増大となる場合がある。

・地理的条件から施設統廃合が
できない場合に、統合によるメ
リットは少なくなる。

・水道料金上昇が伴うと、複数の
事業体による料金決定が困難
になる場合がある。

（中核事業）

・給水条件の悪い事業を統合する
場合は、経営的な負担が増す。

（小規模事業）

・統合に伴う施設整備費の負担が
発生。

・出資金や借金の清算等、広域化
にあたり一時的な財政負担が発生。

主な事例
・岩手中部地域、 ・中空知地域
・淡路地域

・埼玉秩父地域
・群馬東部地域

・北九州市

• 老朽化施設の更新・耐震化を実施するのに必要な資金と人材の確保といった課題に対する、有効な
対策手段の一つに広域化が挙げられる。

• これまでの広域化実施事例を類型化すると、概ね以下の３パターンに整理される。
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急速な過疎化による給水量の減
少や小規模集落の散在等により、
地理的に水道の普及が難しい地域
又は今後水道の持続が困難な地
域が顕在化している

新水道ビジョンにおいて、新たな手法による衛生的な
水の供給の在り方についても検討する必要があるとし
ている。

具体的には、水道施設又は配水池等の拠点から給
水車による浄水の運搬や移動式車両による浄水の給
水方法が考えられる。

小規模集落への配水管による給水
イメージ

小規模集落への給水車よる給水イメージ

新たな手法を適用した場合の
給水形態

浜松市での断水家屋への生活用水宅配サービス

新たな手法による給水方法

現状と課題 検討の方向性

従来の給水形態

20



新たな手法による給水方法（事例紹介）

21
※出典：浜松市

都道府県・水道事業ビジョンの策定支援

■都道府県水道ビジョン： 都道府県水道行政として作成すべきビジョン
新水道ビジョンで都道府県に求められている、広域的な事
業間調整機能や流域単位の連携推進機能としてのリー
ダーシップの発揮

→ 広域的見地から地域の水道のあり方を描き、新水道ビジョ

ンの考え方に対応した方向性を踏まえつつ、都道府県内
の水道事業者を牽引する要素を備えるもの

■水道事業ビジョン： 水道事業者等が作成すべきビジョン
長期的視点を踏まえた戦略的な水道事業の計画立案の必
要性、給水区域の住民に対して事業の安定性や持続性を
示していく責任

→ 必要と考えられる経営上の事業計画について、水道事業
のマスタープランとして策定、公表するもの

■厚生労働省が示す水道のビジョン

水道ビジョン策定
（平成16年6月）

水道ビジョン改訂
（平成20年7月）

新水道ビジョン策定
（平成25年3月）

地域水道ビジョンによる各種施策の積極的な推進

都道府県水道ビジョン作成
の手引き （平成26年3月19
日付け健水発0319第3号）

水道事業ビジョン作成の手
引き （平成26年3月19日付
け健水発0319第4号）
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①水道広域化検討の手引き（H20年度）
水道広域化の具体的な検討方法、検討事例及び導入手順とフォローアップ等を示しているもので、地域水道ビジョン

などの各種計画を策定する際の案内書。

②水道事業におけるアセットマネジメント（資産管理）に関する手引き（H21年度）
アセットマネジメントの実践について解説。アセットマネジメントに基づく中長期の更新需要・財政収支見通しは、広域

化の検討に重要なデータとなる。

③水道事業の再構築に関する施設更新費用算定の手引き（H23年度）
水道の利用者等に施設更新や耐震化の必要性を分かりやすく説明するために、必要とする費用を定量的に算出でき

るモデルを示したもの。

④水道事業における広域化事例及び広域化に向けた検討事例集（H25年度）
平成元年以降の広域化事例及び広域化に向けた検討事例について調査し、事業統合に至るまでの検討経緯、事業

統合を進める中で生じた課題とその解決策、事業統合の成功要因、事業統合後のメリットとデメリットなどについてアン
ケート調査を行ない、事例集としてとりまとめたもの。

⑤水道事業における官民連携に関する手引き（H25年度）
これまでに策定した官民連携関係の手引き（「民間活用を含む水道事業の連携形態に係る比較検討の手引き」、「第

三者委託実施の手引き」、「水道事業におけるPFI導入検討の手引き」）を集約したうえで、コンセッション方式等に関する
記述を追加。

⑥水道の耐震化計画策定ツールの解説と計画事例（H27年度）
「水道の耐震化計画等策定指針」の改定（H27.6）に併せて、「水道の耐震化計画策定ツール」を作成し、その入力方法

等について解説するとともに、水道事業者等が耐震化計画の策定方法・手順等を容易に把握できるように当該ツールを
使用した耐震化計画策定事例を示したもの。

⑦水安全計画作成支援ツール簡易版（H27年度）
水道水の安全性を一層高めるため、水源から給水栓に至る統合的な水質管理を実現する手段として、世界保健機関

（WHO）が提案している「水安全計画」の策定について、中小規模の水道事業者等でも比較的容易に取り組むことができ
る支援ツールとして開発したもの。

新水道ビジョン推進のためのツール

23水道課ＨＰ（報告書・手引き等）の活用を！ 24

新水道ビジョンに示された各種方策を推進するため、方策の実施主体となる関係者が
実施状況を共有し、密接に連携するための枠組みとして開催。

・厚生労働省 医薬・生活衛生局生活衛生・
食品安全部 水道課

・(公財)給水工事技術振興財団
・国立保健医療科学院
・(一社)水道運営管理協会
・(公財)水道技術研究センター
・全国簡易水道協議会
・全国管工事業協同組合連合会
・(一社)全国給水衛生検査協会
・(公社)日本水道協会
・(一社)日本水道工業団体連合会
・学識者

これまでの取り組み

○３回開催

（H25.8、H26.1、H26.3）
○先進事例の収集
○ロードマップ策定 (H26.5)

今後の活動（予定）

○ウェブサイトの設置、運営
○推進方策の実施状況の検証
○ロードマップのリバイス
○新水道ビジョンのフォローアップ

強靱安全 持続

個別検討事項

活動イメージ

水道事業者

行政機関（都道府県）

大学・研究機関

新水道ビジョン
ロードマップ

様々な機会において情報を共有連携

構成メンバー

新水道ビジョンを踏まえた施
策の推進とフォローアップ

挑戦

新水道ビジョン推進協議会

新水道ビジョン推進協議会



新水道ビジョン推進のためのロードマップ とは…

新水道ビジョン推進のためのロードマップ①（参考）
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平成25年8月に設立した「新水道ビジョン推進協議会」では、新水道ビジョン推進のためのロードマップの作成に
向けて、関係者間による闊達な意見交換等を行った。

ロードマップとは、「安全」「強靱」「持続」の観点から、実現方策の項目ごとに、国・関係団体の取り組みをとりまと
めた工程表で、平成26年5月に公表した。

新水道ビジョン推進協議会では、実現方策の進捗状況を、ロードマップに照らして随時確認するなど、新水道ビ
ジョンのフォローアップを行うとともに、一定の期間を経過した平成30年度を目途に、新水道ビジョンのレビュー、
見直しを行う。

早期に取り組むべき主要な事項については、厚生労働省が行う「制度的対応の検討」や「新水道ビジョン推進の
取り組み」を加えて取り組み内容を示している。

新水道ビジョン推進のため早期に取り組む主要な事項のロードマップ（１）

▼全体・共通

新水道ビジョン推進のためのロードマップ②（参考）
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新水道ビジョン推進のため早期に取り組む主要な事項のロードマップ（２）

▼早期に取り組む主要な事項（１）

新水道ビジョン推進のためのロードマップ③（参考）

新水道ビジョン推進のため早期に取り組む主要な事項のロードマップ（３）

▼早期に取り組む主要な事項（２）
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1．関係者の内部方策
1.水道施設のレベルアップ
2.資産管理の活用

（アセットマネジメント）
3.人材育成・組織力強化
4.危機管理対策
5.環境対策

2．関係者間の連携方策
1.住民との連携（コミュニケーショ

ン）の促進
2.発展的広域化
3.官民連携の推進
4.技術開発、調査・研究の拡充
5.国際展開
6.水源環境の保全

3．新たな発想で取り組むべき方策
1.料金制度の最適化
2.小規模水道（簡易水道事業・飲

料水供給施設）対策
3.小規模自家用水道等対策
4.多様な手法による水供給

28

新水道ビジョン推進のためのロードマップ④（参考）

新水道ビジョン推進のため早期に取り組む主要な事項のロードマップ（４）

▼早期に取り組む主要な事項（３）

実現方策の目次


